
 

 

 

 

 
日本語翻訳版 

 

 

 

Tax Analysis 
 
 

2019年度個人所得税確定申告： 
準備はお済みでしょうか? 
 
 
2019年は残すところ後わずかとなり、新しい個人所得税法が実行されてから
初めての年度確定申告が間もなく開始される。新税法実行後、初めての個人所
得税総合所得年度確定申告を順調に完了できる様、国家税務総局は 2019年 12
月 14日に相次いで「個人所得税総合所得年度確定申告に係る政策問題の公
告」（財政部 国家税務総局公告 2019年第 94号、以下「94号公告」と略称
1）、「2019年度個人所得税総合所得年度確定申告の実施に係る公告（意見募
集稿）」（以下「意見募集稿」と略称2）及び関連政策説明を発表し、一部の事
項を明確化すると同時に、いくつかの徴収管理規定について公開意見募集を求
めている。各位は 2019年 12月 26日までに公開意見募集稿の内容に対して意
見を提示することができる。 
 
上記二つの公告の公布に伴い、2019年度個人所得税総合所得年度確定申告が
幕が開かれた。関連する個人または企業は、そのための関連準備作業を急がな
ければならない。従って我々は、2019年度個人所得税総合所得年度確定申告
に係る一連の Tax Analysisを相次いで発表する。この Tax Analysisでは、今
回公開された 94号公告及び意見募集稿に基づき、その要点について解説を行
う。 
 
1. 個人所得税総合所得年度確定申告とは？ 

 
個人所得税総合所得年度確定申告（以下「年度確定申告」と略称）では年度終
了後、納税者が一年間に取得した総合所得収入から法定控除を控除した後の所
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得を、総合所得税率表に当てはめて本年度の最終納税額を計算し、予納した税
額を控除の上、本年度の還付税金又は追加納税額を計算し、税務機関に対して
申告し還付及び追加納税を行う。 
 

2019年度の総合所得年度確定申告につき、下記の公式にて追納/還付税額を計
算する。 
 
2019年総合所得年度確定申告の還付税金又は追加納税額 = [（総合所得收入
額-60,000元-“3険 1金”などの専門控除-子女教育などの専門付加控除-その他
の法定控除）×税率-速算控除額]- 2019年に累計予納した税額 
 

2. 全員が 2019年度総合所得年度確定申告を行うのか？ 
 
否。条件に該当する中国税收居住者のみ、2019年度総合所得年度確定申告を
行う必要がある。 
 
まず、個人所得税法により、総合所得年度確定申告が必要となる納税者は中国
税收居住者でなければならない。従って、中国国内に住所を有しない個人
（例：税務実務上、多くの外国籍個人）の場合、2019年において中国国内の
滞在日数が累計 183日に満たないのであれば、中国税收居住者ではなく、
2019年度の総合所得年度確定申告は不要となる。 
 
また、中国税收居住者となる個人に対して、一定の条件に該当する場合には、
2019年総合所得年度確定申告は不要となる。94号公告と意見募集稿の規定に
より、2019年総合所得年度確定申告が必要でない納税者と確定申告が必要な
納税者に関して、94号公告と意見募集稿で挙げられている。 
 
2019年総合所得年度確定申告が必

要となる居住者 
2019年総合所得年度確定申告が不

要となる居住者 
 
ü 2019年度の予納税額が年間納
付すべき税額より高いことによ
る税金還付申請が発生する場合
（例：税金予納の際、関連項目
が十分に控除されていない） 
 

ü 2019年度の総合所得収入が 12
万元以上であり、追加納税額が
400元以上の場合 （例：2箇所
又は 2箇所以上から取得した総
合所得を合算した後の適用税率
が高くなることにより、予納し
た税額が年度納付すべき税額よ
りも低い）。 

 
 

 
û 追加納税が発生するが、年間の
総合所得が 12万元を超えてい
ない 
 

û 追納金額が 400元を超えていな
い 
 

û 予納済みの税額が年度納付すべ
き税額と一致している、あるい
は税金還付申請をしない 

 
3. 2019年総合所得年度確定申告はどのような所得項目に適用するのか？ 
 
まず、所得の帰属期間について、2019年総合所得年度確定申告は納税者が
2019年に取得した所得のみに適用され、以前と将来の年度とは関係がない。 
 
また、所得の種類について、2019年総合所得年度確定申告では給与所得、労
務報酬所得、原稿所得及びロイヤリティ所得など四つの総合所得が含まれる。 
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下記の所得は 2019年度総合所得確定申告において適用されないため、所得税
の還付額及び追加納付額を計算する場合、上記計算式の「総合所得収入額」に
は計上されない。 
 

• 総合所得に属しない分類所得項目 例：利子、配当所得、財産賃貸所得、
財産譲渡所得、一時所得など 
 

• 総合所得に計上しない特定項目 例：年一回性賞与、労働関係の解除、早
期退職、内部退職により取得した一回性補償収入、上場会社の株式インセ
ンティブなど。注目点として、当該項目は税目属性上では賃金給与に属す
るが、特定の課税方法が適用され、一般的な総合所得には組み込まれな
い。 

 
4. 2019年度総合所得年度確定申告を行う場合、納税者はどの様な控除を享受できるのか？ 
 
納税者が 2019年総合所得年度確定申告を行う場合、以下の控除を享受することができる。 
 

• 納税者・その配偶者及び未成年子女に 2019年度において発生した、条件を満たす重大疾病医療費の支出 
• 納税者に 2019年度において発生した、条件を満たす公益慈善事業寄付金の支出 
• 納税者が 2019年度において享受していない、あるいは十分に享受していない子女教育費、継続教育費、住宅ロー
ンの利子費用あるいは住宅家賃、老人扶養費用などの専門付加控除、専門控除及び税法により規定された他の控除 

 
居住者個人は、専門付加控除項目に記入した情報に明らかな錯誤があり、税務機関による通知後、居住者個人が情報修
正を拒否または実際の状況を説明しない場合には、税務機関は納税者が享受している専門付加控除を中止することがで
きる。居住者個人が規定による関連情報を修正また実際の状況を説明する場合には、税務機関による確認後、居住者個
人は引き続き専門付加控除を享受することができる。また、以前控除項目を享受していない場合、規定に従って追加控
除を適用することができる。 
 

5. 納税者はいつ 2019年度総合所得確定申告を行うのか？ 
 
納税者は 2020年 3月 1日から 6月 30日までの間に、2019年度総合所得年度確定申告を行う。 
 
ただし、中国国内に住所を有しないが、確定申告が必要となる納税者が、この期限前に中国を出国する場合には、出国
前に年度確定申告を行うことができる。 

 
6. 納税者はどこの税務機関に 2019年度総合所得確定申告を行うのか？ 
 
利便性の観点から、2019年度総合所得確定申告を行う税務機関は、以下の通り定められている。 
 

• 納税者個人が年度確定申告を行う、または受託者が代行する場合、納税者の中国国内雇用会社の管轄税務局に申告
する。 

• 納税者が 2箇所又は 2箇所以上の雇用会社で勤務する場合、いずれか 1ヶ所の雇用会社の管轄税務局を選択し、
申告する。 

• 中国国内雇用会社が無い場合、戸籍の所在地または中国国内の経常的な居住地の管轄税務局に申告する。 
• 源泉徴収義務者が有る場合、源泉徴収義務者の管轄税務局に申告する。 
 

7. 納税者はどの様な方法及び手続を用いて 2019年の年度確定申告を進めるのか？ 
 
納税者は、自己申告方式・取得した賃金給与あるいは連続で取得した労務報酬の源泉徴収義務者による代行申告方式・
税務専門サービス業者あるいは他の機関及び個人による税金の委託代納方式、の三つの方法から選択することができ
る。 
 
申告手続としては、納税者はウェブ税務局（個人所得税アプリあるいは税務局WEB端末）を優先して、年度確定申告



を進めることができる。また、郵送方式あるいは税務局の窓口で申告を行うことも可能である。 
 
8. 2019年度確定申告で税金を追納（還付）する必要がある場合、納税者はどの様にすれば良いのか？ 
 
納税者が年度確定申告で税金還付を申請する場合、中国国内で設けられた条件に適合する銀行の口座番号を提供しなけ
ればならない。2019年度の総合所得の年間収入が 6万元を超えない、かつ個人所得税を予納した場合、税務機関はウ
ェブ税務局（個人所得税アプリを含む）にて、利便性の高い税金還付機能を提供する。納税者は 2020年 3月 1日から
5月 31日までの間、簡単な申告表で税金を還付することができる。 
 
納税者が年度確定申告で税金を追納する場合、ネット銀行、POS機、銀行のカウンターあるいは他の非銀行支払機構を
通じて、振り込みで税金を納める。 
 
9. 納税者の 2019年度の確定申告につき、源泉徴収義務者あるいは他の機関及び個人により代行申告を行う場合、双
方の責任に関してどの様な規定があるのか？ 

 
納税者が、取得した賃金給与あるいは連続で取得した労務報酬の源泉徴収義務者に代行申告を依頼する場合、徴収義務
者は対応しなければならない。但し納税者は、2019年度の総合取得の年間収入、控除、税務優遇の享受状況等の情報
を適時に徴収義務者に提供する必要があり、その情報の真実性、正確性、完全性を保障しなければならない。 
 
納税者が税務専門サービス業者あるいは他の機関及び個人に委託して代行申告をする場合、受託者は納税者と授権許諾
書を締結し、双方の権利、責任及び義務を明確にし、授権書を適切に保存しなければならない。 
 

Deloitteの見解 
 
94号公告及び意見募集稿により、2019年度総合所得の個人所得税の年度確定申告に関する詳細な規定が定められたた
め、納税者はそれらを参考に、年度確定申告の手続を進めることができる。特に総合所得の年間収入が 12万元を超え
ない、あるいは年度追納金額が 400元を超えない居住者には、年度確定申告が免除される。この規定には、納税者に免
税待遇を与え、減税減負との国の政策精神が確実に表れていると言える。 
 
意見募集期間の終了後も、関連の政策は更に調整される可能性も想定されるため、関連企業や個人は、2019年度総合
所得の個人所得税の年度確定申告規定に関する情報に、引き続き注目することが推奨される。同時に納税者と関連の源
泉徴収義務者は、できる限り早期に相応の準備に着手する必要があると考えられる。 
  
納税者 
 
新個人所得税法における総合所得年度精算制度は、納税者自身の納税意識と税務知識に対して、ある程度の要求を提示
していると言える。納税者は申告された情報の真実性、正確性及び完全性に責任があることに、注意する必要がある。
個人所得税改革の推進に伴い、情報化による租税リスク管理、政府機関間の部門を跨る協同管理などの措置の普及によ
り、中国の税務機関の個人所得税に対する徴収能力は顕著に向上している。不正確な情報の申告を通じた税負担の軽減
は、税務機関により容易に指摘されることが予想される。同時に、各人の個人納税の申告情報は個人納税信用管理に記
録され、重大な違反事実が現れた場合、納税者は税金及び滞納金の納付と行政処罰に加えて、個人信用の降格及び多部
門共同懲戒のリスクも想定され、納税者の税法違反コストは増大していると解される。従って納税者は、納税意識をよ
り高める必要があり、自主的に総合所得年度精算の正確性を確保しなければならない。 
 
一方、個人所得税の年度精算はある程度の税務知識の理解が必要であり、その完備のプロセスは税収住民の身分判断、
収入類型と控除資格の確認、関連文書の収集と管理、税金計算などの多くの専門性が必要となる可能性がある。特に、
以下 2種類の納税者にとって、年度別精算の複雑さは他の納税者より高い可能性があるため、必要に応じて専門家の協
力を求めることが考えられる。 
 

• 所得源泉が多様化している高所得者——このような者の所得源泉は比較的複雑であり、所得の性格の定義と区
分等の問題に関わる可能性が高く、所得区分に応じた各所得に異なる税金計算と徴収に関する規則が適用され
る可能性がある。従って、資料管理及び税金計算の複雑性が上昇する。 

 
• 中国で働く外国籍個人——中国居住者身分は年度ごとに変わる可能性があるため、各年度の中国個人所得税の
処理と年度確定申告義務の履行に影響を与え、同時に原居住国に係る事項の処理にも関連する可能性がある。
従って、居住者身分の変更とその影響に重点を置く必要がある。 



 
 
源泉徴収義務者 
 
 
納税者が申告情報に対して最終の責任を負うにもかかわらず、意見募集稿の各関連主体に対する責任要求から鑑みる
と、徴収義務者(特に従業員に賃金を支払う雇用主企業)の年度精算プロセスにおける役割も依然として留意する必要が
ある。具体的には、年度確定申告で自主申告を選択する納税者に対して、徴収義務者は規定に基づき正確な給与支払証
明と納税完了証明を提供しなければならない。納税者が徴収義務者に年度精算申告代理を依頼した場合、徴収義務者は
対応する必要があり、拒否することはできない。 
  
徴収義務者が従業員の年度確定申告をより効率的に履行できる様、税務机関は徴収義務者に申告ソフトウェアを提供し
ているが、2019年は新税法実施の初年度であることを考慮すると、徴収義務者の予納徴収がどのように年度確定申告
と連携するかなどの実務事項はまだ明確化される必要があり、実務上、不確定な事項に遭遇する可能性もある。従っ
て、徴収義務者企業は事前に対応策を検討し、個人所得税総合所得の予納徴収と徴収申告データの品質管理を重視して
おくことが推奨される。雇用主である企業は管理層と従業員との間のコミュニケーションを強化し、特に従業員とは書
面で代行権限を確認しておく必要がある。企業の従業員数が多い、年度確定申告に対応する内部リソースが限られてい
る、税金還付などの複雑な状況については、専門機構の支援を適時に求め、納税者の権益を維持すると同時に、年度確
定申告の有効性を高めることが考えられる。 
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